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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
平均繊維繊度が０．００１～０．５デシテックスの極細繊維を発生することができ、極細
繊維を形成する成分が７０～９９重量％である、１～８デシテックスの複合繊維の短繊維
を用いて、ニードルパンチ法により、長さ方向の１０％伸長時の応力が２００～４００Ｎ
／ｃｍ２である短繊維不織布（ｂ）を作製した後、以下の（１）の工程、さらにその後に
（２）の工程を行うことを特徴とする皮革様シート状物の製造方法。
（１）短繊維不織布（ｂ）を拡布状にて水系の液体を含浸した後に加熱処理し、長さ方向
の伸びを１０％以下とするように短繊維不織布（ｂ）中の海成分を溶出して、実質的に繊
維からなる極細繊維不織布とする工程。（ただしこの工程において、海成分を全て溶出さ
せないことにより、極細繊維が未脱海部分で一部拘束された構造とすることを特徴とする
。）
（２）流体圧力１０ＭＰａ以上で高速流体処理を行う工程。
【請求項２】
高速流体処理において、極細繊維不織布に織編物、および平均繊維繊度が０．００１～０
．５デシテックスの短繊維不織布（ａ）を積層し、絡合一体化させることを特徴とする請
求項１に記載の皮革様シート状物の製造方法。
【請求項３】
平均繊維繊度が０．００１～０．５デシテックスの極細繊維を発生することができ、極細
繊維を形成する成分が７０～９９重量％である、１～８デシテックスの複合繊維の短繊維
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を用いて、短繊維ウェブを作製した後、以下の（１’）～（３’）の工程を順に行うこと
を特徴とする皮革様シート状物の製造方法。
（１’）短繊維ウェブと撚係数が７０００～２００００の繊維により構成される織物をニ
ードルパンチ法により絡合一体化させ、長さ方向の１０％伸長時の応力が２００～４００
Ｎ／ｃｍ２である繊維構造体（ｃ）を作製する工程。
（２’）繊維構造体（ｃ）を拡布状態にて水系の液体を含浸した後に加熱処理し、長さ方
向の伸びが１０％以下となるように繊維構造体（ｃ）中の海成分を溶出して、実質的に繊
維からなる繊維構造体（ｄ）とする工程。（ただしこの工程において、海成分を全て溶出
させないことにより、極細繊維が未脱海部分で一部拘束された構造とすることを特徴とす
る。）
（３’）流体圧力１０ＭＰａ以上で高速流体処理を行う工程。
【請求項４】
高速流体処理において、繊維構造体（ｄ）の織物面にさらに平均繊維繊度が０．００１～
０．５デシテックスの短繊維不織布（ａ）を積層し、絡合一体化させることを特徴とする
請求項３に記載の皮革様シート状物の製造方法。
【請求項５】
短繊維不織布（ｂ）を厚み方向に垂直に２枚以上にスプリット処理した後、（１）の工程
を行うことを特徴とする請求項１～２のいずれかに記載の皮革様シート状物の製造方法。
【請求項６】
繊維構造体（ｃ）を厚み方向に垂直に２枚以上にスプリット処理した後、（２’）の工程
を行うことを特徴とする請求項３～４のいずれかに記載の皮革様シート状物の製造方法。
【請求項７】
極細繊維を発生することができる１～８デシテックスの複合繊維が海島型複合繊維であり
、かつ、海成分が５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し５～２０モル％含
む共重合ポリエステル、ポリ乳酸、水溶性熱可塑性ポリビニルアルコールのいずれかであ
ることを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載の皮革様シート状物の製造方法。
【請求項８】
水系の液体が界面活性剤を５～３０ｇ／ｌ含むことを特徴とする請求項１～７のいずれか
に記載の皮革様シート状物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、風合いが柔軟で摩擦に強く、表面に変化のある色調を有する皮革様シート状
物の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人工皮革などの皮革様シート状物は、天然皮革にはない柔軟性や機能性を有しているこ
とから、衣料や資材を始め種々の用途に使用されている。皮革様シート状物の製造法とし
ては、極細発生型の複合繊維からなる不織布にポリウレタン等の高分子弾性体の溶液を含
浸後、水または有機溶剤と水の混合溶液中に浸漬して高分子弾性体を湿式凝固せしめる方
法が一般的である。また、複合繊維から極細繊維を発生させる手段としては、有機溶剤に
よって複合繊維の一部を溶出する方式が一般的である。
【０００３】
　しかし、近年では、地球環境保全のために製造時に有機溶剤を使用しないことや、健康
への配慮から、有機溶剤の残留や廃棄時の有毒ガスの発生がないことといった、環境負荷
が少なく体に優しい素材やリサイクル性に優れた素材が求められている。
【０００４】
　また、人工皮革の用途の一つであるカーシート状物においては、人工皮革を表皮材とす
ることで、高級感のあるシート状物を得ることができるが、人工皮革に残留する有機溶剤
が問題となるケースがあり、有機溶剤を使用しない人工皮革が望まれている。
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【０００５】
　この問題を解決するため、凝固に有機溶剤を必要とする有機溶剤型の高分子弾性体に変
えて、凝固に有機溶剤を必要としない水分散型高分子弾性体を含浸する方法が検討されて
いる（例えば、特許文献１参照）。しかしこの方法では、高分子弾性体含浸時には有機溶
剤を使用しなくてもよいが、含浸後、極細繊維を発生させるために有機溶剤を用いており
、有機溶剤の残留を完全に解決できるものではなかった。
【０００６】
　そこで、アルカリ水溶液により溶出可能なポリマーを複合繊維の海成分に用い、水分散
型高分子を含浸させた不織布をアルカリ水溶液に浸漬して海成分を溶出させ、極細繊維を
発生させる方法も検討されている（例えば、特許文献２および特許文献３参照）。これら
の方法により、有機溶剤の残留の問題は解決することはできるが、水分散型高分子を大量
に含浸する必要があるため、得られる皮革様シート状物は風合いが硬くなるという問題が
あった。
【０００７】
　また、水分散型高分子の使用量を抑え、風合いを改善する方法も提案されている(例え
ば、特許文献４)。この技術によれば、海成分がアルカリ水溶液により溶出可能な成分か
らなる海島型複合繊維で不織布を作成し、アルカリ水溶液により極細処理後、高速流体処
理することで、極細繊維を高度に絡合させ、水分散型高分子を含浸する量を減らすことが
できる。しかし、この方法ではアルカリ水溶液により拡布状で連続処理する場合に高度な
張力管理を必要とし、工程張力によって長さ方向に伸びが発生すると、この不織布を用い
た皮革様シート状物では、高圧流体処理時に繊維が絡合しにくくなる傾向があり、高圧水
流で処理する必要があった。そのため、風合いが硬くなりやすく、衣料に用いた場合には
動きに対して追随し難く、着心地が悪いものになるという問題があった。また、上記の従
来の製造方法により得られる皮革様シート状物では、色合いが単調になりやすいものであ
った。
【特許文献１】特開２００１－８１６７６号公報
【特許文献２】特開２００３－２２１７９１号公報
【特許文献３】特開２００４－１９０８１号公報
【特許文献４】特開２００５－２２６２１３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、実質的に繊維素材からなり、有機溶剤を使用しない、環境負荷が小さい皮革
様シート状物において、風合いと耐久性および単調な色合いを改善し、さらにはタテ方向
に適度の伸長率を有する皮革様シート状物を得ることを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記の課題を解決するため、本発明は以下の構成を有する。
【００１０】
    本発明の皮革様シート状物の製造方法は、平均繊維繊度が０．００１～０．５デシテ
ックスの極細繊維を発生することができ、極細繊維を形成する成分が７０～９９重量％で
ある、１～８デシテックスの複合繊維の短繊維を用いて、ニードルパンチ法により、長さ
方向の１０％伸長時の応力が２００～４００Ｎ／ｃｍ２である短繊維不織布（ｂ）を作製
した後、以下の（１）の工程、さらにその後に（２）の工程を行うものである。
（１）短繊維不織布（ｂ）を拡布状にて水系の液体を含浸した後に加熱処理し、長さ方向
の伸びが１０％以下とするように短繊維不織布（ｂ）中の海成分を溶出して、実質的に繊
維からなる極細繊維不織布とする工程。（ただしこの工程において、海成分を全て溶出さ
せないことにより、極細繊維が未脱海部分で一部拘束された構造とすることを特徴とする
。）
（２）流体圧力１０ＭＰａ以上で高速流体処理を行う工程。
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【００１１】
  さらに、本発明の皮革様シート状物の別の製造方法は、平均繊維繊度が０．００１～０
．５デシテックスの極細繊維を発生することができ、極細繊維を形成する成分が７０～９
９重量％である、１～８デシテックスの複合繊維の短繊維を用いて、短繊維ウェブを作製
した後、以下の（１’）～（３’）の工程を行うものである。
（１’）短繊維ウェブと撚係数が７０００～２００００の繊維により構成される織物をニ
ードルパンチ法により絡合一体化させ、長さ方向の１０％伸長時の応力が２００～４００
Ｎ／ｃｍ２である繊維構造体（ｃ）を作製する工程。
（２’）繊維構造体（ｃ）を拡布状態にて水系の液体を含浸した後に加熱処理し、長さ方
向の伸びが１０％以下となるように繊維構造体（ｃ）中の海成分を溶出して、実質的に繊
維からなる繊維構造体（ｄ）とする工程。（ただしこの工程において、海成分を全て溶出
させないことにより、極細繊維が未脱海部分で一部拘束された構造とすることを特徴とす
る。）
（３’）流体圧力１０ＭＰａ以上で高速流体処理を行う工程。
【発明の効果】
【００１２】
　上述した本発明の皮革様シート状物とその製造方法によれば、有機溶剤やポリウレタン
を使用しないため環境負荷が少なく、風合いと耐久性およびシート状物表面の単調な色合
いを改善した、リサイクル性に優れる皮革様シート状物を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明の皮革様シート状物は、実質的に繊維素材からなるものであり、平均繊維繊度が
０．００１～０．５デシテックスの極細繊維が互いに高度に絡合して、少なくとも皮革様
シート状物の一方の面を形成しており、該極細繊維が形成する面を観察した場合に９ｍｍ
２に１箇所以上の頻度で水系の液体により溶出可能な樹脂によって極細繊維が一部拘束さ
れている部分が存在するものである。そのため、極細繊維が形成する面は部分的に色が変
化し、合成繊維にありがちな、均一な色調から感じる不自然さが改善されるものである。
【００１４】
　なお、この９ｍｍ２に１箇所以上とは、皮革様シート状物の極細繊維が形成する面にお
いて一辺３ｍｍの正方形の観察区域を３０箇所以上ランダムに選び、該観察区域をＳＥＭ
により１５０～５００倍で表面を観察した際に、極細繊維同士が樹脂によって拘束されて
いる部分が平均で１箇所以上確認できることをいう。
【００１５】
　また、極細繊維を拘束する樹脂が有機溶剤による溶出が必要な樹脂では環境負荷が大き
いため、リサイクル性の観点から、水系の液体により溶出可能な樹脂であることが重要で
ある。ここでいう、水系の液体とは水または水溶液を指し、水系の液体に溶出可能とは、
１００℃以上の熱水または、水酸化ナトリウム水溶液などのアルカリ性水溶液、ギ酸など
の酸性水溶液のいずれかによって溶解または分解することが可能なことを意味する。水系
の液体に溶出可能な樹脂としては特に限定されるものではなく、例えばポリエチレンテレ
フタレート、ポリトリメチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリ乳酸
、エチレンテレフタレート単位を含むポリエステル共重合体などのポリエステル系樹脂、
または、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０、ナイロン１２などのポリアミド系
樹脂、または、水溶性熱可塑性ポリビニルアルコールなどの樹脂を用いることができる。
本発明の皮革様シート状物では、前記水系の液体により溶出可能な樹脂の中でも、エチレ
ンテレフタレート単位を含むポリエステル共重合体やポリ乳酸を用いることが好ましい。
なお、水系の液体により溶出可能であるかは、上述のＳＥＭにより極細繊維の拘束が確認
された試料片を１４０℃の熱水で２０分、あるいは８０℃、５０ｇ／ｌの濃度の水酸化ナ
トリウム水溶液中またはギ酸水溶液中に２０分間浸漬後、ＳＥＭにより同様の倍率で観察
した際に、接合部が確認できない場合、水系の液体により溶出可能な樹脂とする。
【００１６】
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　なお、皮革様シート状物の極細繊維が形成する面において９ｍｍ２に１箇所以上の頻度
で水系の液体により溶出可能な樹脂によって極細繊維を拘束する方法については、本発明
の皮革様シート状物の製造方法として後述する。
【００１７】
　なお、本発明の実質的に繊維素材からなるとは、ポリウレタン等の高分子弾性体からな
るバインダーが繊維に対して５重量％未満であることをいい、好ましくはバインダーが繊
維に対して３重量％未満、より好ましくはバインダーが繊維に対して１重量％未満であり
、もっとも好ましいのはバインダーを含まないものである。高分子弾性体の含有量が少な
いことにより、ゴム感がないソフトな風合いを達成することができ、さらに、高発色性、
高耐光性、耐黄変性等種々の効果が達成できる。
【００１８】
　本発明の皮革様シート状物において、少なくとも一方の面は、平均繊維繊度が０．００
１～０．５デシテックスの極細繊維不織布から成る。この極細繊維の平均単繊維繊度は、
好ましくは０．００５～０．３デシテックス、より好ましくは０．０１～０．１５デシテ
ックスである。平均単繊維繊度が０．００１デシテックス未満であると、皮革様シート状
物の強度が低下してしまうことや、染色で濃色のものを得難いため好ましくない。また平
均単繊維繊度が０．５デシテックスを越えると、皮革様シート状物の風合いが堅くなり、
また、繊維の絡合が不十分になって耐摩耗性が低下したり、表面品位が低下する等の問題
も発生するため好ましくない。なお、本発明の効果を損なわない範囲であれば、単繊維繊
度が０．００１デシテックス未満の繊維もしくは単繊維繊度が０．５デシテックスを越え
る繊維が含まれていてもよい。単繊維繊度が０．００１デシテックス未満の繊維および単
繊維繊度が０．５デシテックスを越える繊維の含有量は、数にして、短繊維不織布を構成
する繊維の３０％以下が好ましく、１０％以下がより好ましく、全く含まれないことがさ
らに好ましい。
【００１９】
　本発明において、上述の極細繊維の平均繊維長は２０～１００ｍｍの短繊維からなるこ
とが好ましく、より好ましくは２５～８０ｍｍであり、さらに好ましくは３０～６０ｍｍ
である。平均繊維長が１００ｍｍを超えると、緻密な立毛が得られにくく、表面品位が低
下するため好ましくない。また、平均繊維長が２０ｍｍ未満であると、摩擦により繊維が
脱落しやすくなり、皮革様シート状物の耐摩耗性が低下する。
【００２０】
　なお、繊維長が１００ｍｍを超える繊維および、繊維長が２０ｍｍ未満の繊維の含有量
は、全く含まれないことが最も好ましいが、繊維長が２０ｍｍ未満の繊維および繊維長が
１００ｍｍを超える繊維の含有量は、数にして、短繊維不織布を構成する繊維の１０％未
満である。
【００２１】
　また、本発明の皮革様シート状物は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６（２００１）８．１７．５
　Ｅ法（マーチンデール法）家具用荷重（１２ｋＰａ）に準じて測定される耐摩耗試験に
おいて、極細繊維が形成している面をマーチンデール摩耗試験機のピリングポジション設
定（ＴＨＲＥＥ　ＤＲＩＶＥ　ＲＯＬＬＥＲＳ＝ＰＯＳＩＴＩＯＮ　Ｂ）で２００００回
摩擦後、試験布の摩耗減量が８ｍｇ以下のものであることが好ましい。摩耗減量は、より
好ましくは６ｍｇ以下、さらに好ましくは４ｍｇ以下である。摩耗減量が８ｍｇを越える
場合、実使用において毛羽落ちが多く、服等に付着する傾向があるため好ましくない。一
方、下限は特に限定されず、本発明の皮革様シート状物であればほとんど摩耗減量がない
ものを得ることができる。この摩耗減量を妨げない範囲であれば、前記平均繊維長の極細
繊維が含まれていても良い。
【００２２】
　一方、本発明の皮革様シート状物のタテ方向の伸長率が５%以上であることは、衣料素
材に用いた際、突っ張り感を感じることなく着用することができ、カーシートなどの表皮
材として用いた際には、良好な成形性が得られるため好ましい。また、タテ方向の伸長率



(6) JP 4968087 B2 2012.7.4

10

20

30

40

50

は大きい程好ましいが、３０％を超えるとドレープ性が低下する傾向にあるため、３０％
以下であることが好ましい。なお、本発明においては、不織布の形成方向をタテ方向とし
、不織布の幅方向をヨコ方向とするものである。不織布の形成方向は、繊維の配向方向、
ニードルパンチや高速流体処理等によるスジ跡や処理跡などの複数の要素から、一般に判
断可能することができる。これらの複数の要素による判断が相反している、明確な配向が
ない、またはスジ跡などがないなどの理由で、明確なタテ方向の推定や判断が困難な場合
は、引張強力が最大となる方向をタテ方向として、それと直交する方向をヨコ方向とする
ものである。
【００２３】
　また、本発明では、実質的に繊維素材で実使用に耐える耐摩耗性を得るために、互いに
絡合した極細繊維が皮革様シート状物の少なくとも一方の面を形成していることが重要で
ある。これにより、天然皮革のような表面感を得ることができる。ここで、面を形成する
とは、タテまたはヨコ方向の断面を観察した際に、層を形成していることが確認できるこ
とをいう。
【００２４】
　また、本発明においては、極細繊維同士が相互に絡合した構造を有していることが、耐
摩耗性を向上させるために必要である。従来の極細繊維からなる皮革様シート状物の大半
は、極細繊維が集束した繊維束の状態で絡合した構造を有している。しかし、繊維束の状
態で絡合した構造では、本発明の目的とする十分な耐摩耗性が得られない。なお、本発明
の効果が損なわれない範囲で繊維束の状態で絡合した構造が含まれていてもよい。
【００２５】
　平均単繊維繊度が上述の範囲にある、いわゆる極細繊維に用いられるポリマーは、特に
限定されるものではなく、例えば、ポリエステル、ポリアミド、ポリプロピレン、ポリエ
チレン等適宜用途に応じて使用することができるが、染色性や強度の点で、ポリエステル
、ポリアミドであることが好ましく、海成分溶出時の湿潤状態で強力を保持しやすい点か
ら、ポリエステルであることがさらに好ましい。
【００２６】
　ポリエステルとしては、ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体およびジオール
またはそのエステル形成性誘導体から合成されるポリマーであって、極細繊維発生型繊維
として用いることが可能なものであればよく、特に限定されるものではない。
【００２７】
　具体的には、例えば、ポリエチレンテレフタレート（以下、ＰＥＴと略記する）、ポリ
トリメチレンテレフタレートポリブチレンテレフタレート、ポリシクロヘキシレンジメチ
レンテレフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート、ポリエチ
レン－１，２－ビス（２－クロロフェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボキシレート等
が挙げられる。
【００２８】
　中でも、本発明では、最も汎用的に用いられているＰＥＴまたは、主としてエチレンテ
レフタレート単位を含むポリエステル共重合体が好適に使用することができる。
【００２９】
　ポリアミドとしては、たとえばナイロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０、ナイロン
１２等のポリマーを用いることができる。
【００３０】
　隠蔽性を向上させるため、極細繊維のポリマー中に酸化チタン粒子等の無機粒子を添加
しても良く、その他、潤滑剤、顔料、熱安定剤、紫外線吸収剤、導電剤、蓄熱材、抗菌剤
等を目的に応じて添加しても良い。
【００３１】
　また、本発明の皮革様シート状物は、極細繊維からなる不織布の他に、織編物または、
織編物と平均繊維繊度が０．００１～０．５デシテックスの短繊維不織布（ａ）を含むこ
とが、極細繊維発生時の伸び防止、または得られる皮革様シート状物にストレッチ性やド
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レープ性や表面品位などの向上のため好ましい。ここでいう織編物とは、織物または編物
のいずれかのことである。織編物の組織は特に限定されるものではなく、織物であれば平
織、綾織、朱子織等、編物の組織としては丸編、トリコット、ラッセルなどが挙げられる
。
【００３２】
　織物を構成する繊維としては、特に限定されるものではなく、公知の法により得られる
、ポリエステル系繊維やポリアミド繊維などを用いることができるが、二種類以上のポリ
エステル系重合体がサイドバイサイド型または偏心芯鞘型に接合された複合繊維からなる
織物を用いる事により、皮革様シート状物に優れたストレッチ性とドレープ性を付与でき
るため好ましい。
【００３３】
　また、織物に前記サイドバイサイド型または偏心芯鞘型に接合された複合繊維をタテ糸
またはヨコ糸のどちらか一方に使用し、他方には通常の繊維を使用するなども好ましい態
様である。ここでいうポリエステル系重合体とは、例えばＰＥＴ、ポリトリメチレンテレ
フタレート、ポリブチレンテレフタレート等のポリマーである。また、二以上のポリエス
テルとは、物理的および／または化学的性質を異にする二種以上のポリエステルを用いる
ことを意味する。すなわち、二種以上のポリエステルがサイドバイサイド型または偏心芯
鞘型に接合されたとは、物理的および／または化学的性質を異にする二種以上のポリエス
テルが、繊維長さ方向に沿ってサイドバイサイド型または偏心芯鞘型に接合されているこ
とを意味する。これにより、物理的または化学的要因によって、複合繊維に捲縮を発現さ
せることができる。捲縮発現が容易である点で、熱収縮性の異なるポリエステルを２種以
上使用することが好ましい。これにより、前記複合繊維に熱処理して収縮させることによ
り、容易に捲縮を発現させることができる。複合繊維に捲縮を発現させることにより、ド
レープ性と伸長率に優れる皮革様シート状物が得られる。熱収縮性の異なるポリエステル
としては、例えば、ポリマーの重合度が異なるもの、異なるポリマーをブレンドしたもの
などが挙げられる。本発明においては、特にドレープ性と伸長率に優れる皮革様シート状
物が得られる点で、極限粘度が０．３５～０．５５の低粘度ポリエステルと極限粘度が０
．６５～０．８５の高粘度ポリエステルとが複合された複合繊維が好ましい。この場合、
一般に高粘度ポリエステルの方が、低粘度ポリエステルよりも、熱収縮性が高くなる。低
粘度ポリエステルの極限粘度が０．３５未満であると紡糸安定性が低下するため好ましく
ない。また低粘度ポリエステルの極限粘度が０．５５を超えると、皮革様シート状物の反
発感が低下するため好ましくない。また高粘度ポリエステルの極限粘度が０．８５を超え
ると紡糸安定性が低下するため好ましくない。高粘度ポリエステルの極限粘度が０．６５
未満であると、熱収縮性が近くなるため、複合繊維の捲縮が発現が弱く皮革様シート状物
の伸長率が低下するため好ましくない。ドレープ性と伸長率に優れる皮革様シート状物を
得るために、低粘度ポリエステルと高粘度ポリエステルの極限粘度差は、０．２０～０．
４０の範囲が好ましい。なお、極限粘度[η]は、温度２５℃においてオルソクロロフェノ
ール溶液として測定した値を用いた。
【００３４】
　また、二種以上のポリエステル系重合体の複合比率は、製糸性および捲縮を発現させた
際の繊維長さ方向のコイルの寸法均質性の点で、高収縮成分：低収縮成分＝７５：２５～
３５：６５（重量％）の範囲が好ましく、６５：３５～４５：５５の範囲がより好ましい
。
複合形態としては、サイドバイサイド型および偏心芯鞘型のいずれでもよいが、ストレッ
チ性とドレープ性の他に反発感に優れる皮革様シート状物が得られる点でサイドバイサイ
ド型が好ましい。
【００３５】
　なお、このような複合繊維に撚りをかけずに使用した場合は、期待するストレッチ性や
ドレープ性が得られないため、撚りをかけた糸を用いることが好ましい。その際の撚係数
は、７０００～２００００であることが好ましく、９０００～１７０００であることがよ
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り好ましい。撚係数が７０００未満では、複合繊維が収縮した際の捲縮発現が弱く、スト
レッチ性が低下するため好ましくない。また、２００００を超えると捲縮発現が抑制され
、ストレッチ性の低下と、織物の柔軟性が低下するためドレープ性も低下してしまうため
好ましくない。また、ニードルパンチ法により極細繊維を発生可能な短繊維と織物を一体
化させる製造工程を含む際は、撚係数が７０００未満では、ニードルのバーブに引っかか
り、単糸切れや損傷しやすいため好ましく、撚係数が２００００を超えると、単糸切れや
損傷を抑制できるものの、織物の剛性が高くなり、得られる皮革様シート状物の柔軟性が
低下するため好ましくない。
【００３６】
　織物の目付は、４０～１７０ｇ／ｍ２であることが好ましく、５０～１５０ｇ／ｍ２で
あることがより好ましく、６０～１２０ｇ／ｍ２であることがさらに好ましい。目付が４
０ｇ／ｍ２未満であると、ニードルパンチで不織布と織物を一体化することによる伸び抑
制効果が低下する傾向にあり、サイドバイサイド型や偏心芯鞘型の複合繊維からなる織物
を高速流体処理で一体化させる際は、期待するストレッチ性やドレープ性が得られにくい
ため好ましくない。なお、１７０ｇ／ｍ２を超えると得られる皮革様シート状物の柔軟性
が低下するため好ましくない。
【００３７】
　また、本発明の皮革様シート状物の一方の面が平均繊維繊度０．００１～０．５デシテ
ックスの極細繊維が互いに絡合している不織布から形成され、かつ織編物を含み、さらに
もう一方の面が平均繊維繊度０．０１～０．０５デシテックスの短繊維不織布（ａ）から
なること、すなわち、極細繊維不織布、織編物、短繊維不織布（ａ）の順に積層して得ら
れる皮革様シート状物は、表裏面が品位に優れる点で好ましい。短繊維不織布（ａ）の素
材は特に限定されるものではないが、染色性やリサイクル性の点で極細繊維不織布や織編
物と同一素材であることが好ましい。また、短繊維不織布（ａ）は高速流体処理により一
体化されるため、織編物と一体化しやすい点で、平均繊維長が０．１～１ｃｍの範囲にあ
ることが好ましい。
【００３８】
　次に本発明の皮革様シート状物の製造方法について述べる。本発明の皮革様シート状物
の製造方法としては２通りの態様がある。すなわち、平均繊維繊度が０．００１～０．５
デシテックスの極細繊維を発生することができ、極細繊維を形成する成分が７０～９９重
量％である、１～８デシテックスの複合繊維の短繊維を用いて短繊維不織布（ｂ）を得、
この短繊維不織布（ｂ）に極細化処理を行って極細短繊維不織布とした後、高速流体処理
を施す方法と、平均繊維繊度が０．００１～０．５デシテックスの極細繊維を発生するこ
とができ、極細繊維を形成する成分が７０～９９重量％である、１～８デシテックスの複
合繊維の短繊維を用いて短繊維ウェブを得、この短繊維ウェブと織物を一体化させて繊維
構造体（ｃ）とし、この繊維構造体（ｃ）を極細化して繊維構造体（ｄ）とした後に、高
速流体処理を施す方法である。まずは、短繊維不織布（ｂ）および、繊維構造体（ｃ）の
製造方法を述べる。
【００３９】
　本発明において、短繊維不織布（ｂ）および、繊維構造体（ｃ）を構成する、平均単繊
維繊度が０．００１～０．５デシテックスの極細繊維を発生することができ、極細繊維を
形成する成分が７０～９９重量％である、１～８デシテックスの複合繊維の製造方法は特
に限定されず、例えば海島型繊維を紡糸してから海成分を除去する方法、分割型繊維を紡
糸してから分割して極細化する方法などの手段を例示することができる。これらの中で、
本発明においては極細繊維を容易に安定して得ることができ、さらに後述する本発明の好
ましい製造方法によって、本発明の皮革様シート状物の構造を容易に達成できる点で、海
島型繊維または分割型繊維によって製造することが好ましく、さらには皮革様シート状物
とした場合、同種の染料で染色できる同種ポリマーからなる極細繊維を容易に得ることが
できる点で、海島型繊維によって製造することがより好ましい。
【００４０】
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　ここでいう海島型繊維とは、２成分以上の成分を任意の段階で複合、混合して海島状態
とした繊維をいい、この繊維を得る方法としては、特に限定されず、例えば（ｉ）２成分
以上のポリマーをチップ状態でブレンドして紡糸する方法、（ii）予め２成分以上のポリ
マーを混練してチップ化した後、紡糸する方法、（iii）溶融状態の２成分以上のポリマ
ーを紡糸機のパック内で静止混練器などを用い混合する方法、（iv）特公昭４４－１８３
６９号公報、特開昭５４－１１６４１７号公報などの口金を用いて製造する方法、などが
挙げられる。本発明においてはいずれの方法でも良好に製造することができるが、ポリマ
ーの選択が容易である点で上記（iv）の方法が好ましく採用される。かかる（iv）の方法
において、海島型繊維および海成分を除去して得られる島繊維の断面形状は特に限定され
ず、例えば丸、多角、Ｙ、Ｈ、Ｘ、Ｗ、Ｃ、π型などが挙げられる。また用いるポリマー
種の数も特に限定されるものではないが、紡糸安定性を考慮すると２～３成分であること
が好ましく、特に海１成分、島１成分の２成分で構成されることが好ましい。
【００４１】
　海島型繊維で極細繊維を得る場合、その島成分が目的とする極細繊維になる。島成分に
用いるポリマーは特に限定されず、繊維化が可能なものを適宜選択して使用することがで
きるが、本発明の皮革様シート状物では、ポリエステルやポリアミドを使用することが好
ましい。
【００４２】
　また、本発明の皮革様シートの製造方法では、有機溶剤を使用しない皮革様シート状物
を得ることを目的としているため、海成分として用いるポリマーは、島成分と相溶せず、
島成分のポリマーよりも１００℃以上の熱水、アルカリ性水溶液、酸性水溶液などの水系
の液体に対し溶解性、分解性の高い化学的性質を有する、すなわち、水系の液体により溶
出可能な樹脂であることが必須となる。例えば海成分には、特開昭６１-２９１２０号公
報、特開昭６３－１６５５１６号公報、特開昭６３－１５９５２０号公報、特開平１－２
７２８２０号公報などに記載されている熱水可溶性ポリエステルなどの熱水可溶性ポリマ
ーや５－ナトリウムスルホイソフタル酸、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ビス
フェノールＡ化合物、イソフタル酸、アジピン酸、ドデカジオン酸、シクロヘキシルカル
ボン酸などを共重合したポリエステル、ポリ乳酸、水溶性熱可塑性ポリビニルアルコール
などを用いることができるが、紡糸性に優れる点で５－ナトリウムスルホイソフタル酸を
有する共重合ポリエステルが好ましい。その５－ナトリウムイソフタル酸の共重合比率と
しては、処理速度、安定性の点から全酸性分に対し５モル％以上が好ましく、より好まし
くは８モル％以上である。５モル％以上とすることで、例えば島成分としてＰＥＴを選択
した場合、アルカリ水溶液による加水分解を行ったときの海成分と島成分との分解速度差
により、選択的に海成分を除去することができる。また重合、紡糸、延伸のしやすさから
２０モル％以下が好ましく、より好ましくは１５モル％以下である。また、５－ナトリウ
ムスルホイソフタル酸に加え、イソフタル酸を共重合させ、共重合ポリエステルを熱水可
溶性とすることも好ましい態様である。例えば、５－ナトリウムスルホイソフタル酸を８
～１５モル％、好ましくは１０～１２．５モル％とし、さらにイソフタル酸を共重合する
ことで、熱水可溶性とすることができる。この場合、イソフタル酸を５～４０％共重合さ
せることにより、重合反応速度や乾燥性、熱水可溶性に優れるものが得られるため好まし
い。本発明において好ましい組み合わせとしては、島成分にポリエチレンテルフタレート
、海成分に５-ナトリウムスルホイソフタル酸の共重合比が５～２０％の共重合ポリエス
テルを用いることである。これらのポリマーには、隠蔽性を向上させるためにポリマー中
に酸化チタン粒子などの無機粒子を添加してもよいし、その他、潤滑剤、顔料、熱安定剤
、紫外線吸収剤、導電剤、蓄熱材、抗菌剤など、種々目的に応じて添加することもできる
。
【００４３】
　また、本発明では、後述する海成分を溶出し、極細繊維を発生させる際に、長さ方向の
伸びが１０％を超える場合は、繊維が緊張した状態となるため、後述する高速流体処理を
行う際に、繊維の絡合しにくくなり高圧の水流処理が必要となることや、得られる皮革様
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シート状物の風合いが硬くなる傾向があるため、海成分溶出時の長さ方向の伸びを１０％
以下とすることが重要である。
【００４４】
　海成分溶出時の長さ方向伸びを抑制するためには、海島型複合繊維における島成分の成
分比が７０～９９重量％であることが好ましい。これにより、海成分を溶出した際の強力
低下を抑制でき、長さ方向の伸びを１０％以下に抑えることが容易になる。また、海島型
複合繊維の島成分同士の合流が起こりにくい点で島成分の成分比は、７０～９０重量％が
より好ましく、７０～８０重量％がさらに好ましい。島成分が７０％未満であると、海成
分が除去された際の不織布の強力が低下し、工程張力による伸びが発生しやすいため好ま
しくなく、９９重量％以上では島成分同士の合流が発生しやすいため好ましくない。
【００４５】
　このような海島型複合繊維を、２５００ｍ／分以下の紡糸速度で紡糸した未延伸糸を引
き取った後、湿熱もしくは乾熱またはその両者によって、１～３段延伸することによって
延伸糸を得ることが出来る。液浴延伸により繊維同士の膠着が発生する場合は、特開平９
－２５００２３号公報に記載されているような２段延伸法を好ましく採用することができ
る。
【００４６】
　なお、本発明では、前記のようにして得る複合繊維の単繊維繊度は、ニードルパンチ時
に十分な絡合性を得るため１～８デシテックスが好ましく、２～７デシテックスがより好
ましく、３～６デシテックスがさらに好ましい。
【００４７】
　このような複合繊維を常法により捲縮付与、カットを行い短繊維とする。次いで、カー
ドやクロスラッパー、ランダムウエバーを用いた乾式法や、抄紙法などの湿式法によって
短繊維ウェブが得られるが、本発明では低目付から高目付けまで幅広い目付の短繊維ウェ
ブを得られることから乾式法が好ましい。
【００４８】
　このようにして得られた短繊維ウェブを用いて、短繊維不織布（ｂ）および繊維構造体
（ｃ）を作成する。なお、水系の液体で処理し、海成分を溶出する際の長さ方向の伸びを
１０％以下とするには、（Ａ）短繊維ウェブをニードルパンチにより十分に絡合させる方
法、（Ｂ）短繊維ウェブと織物をニードルパンチにより十分に絡合一体化させる方法があ
る。
特に、海成分を溶出する際の伸びを抑制する目的として織物を短繊維ウェブと絡合一体化
させる（Ｂ）の製造方法は、高い伸び抑制効果が得られるため好ましい。（Ｂ）の製造方
法で用いる織物は特に限定されるものではなく、織物に用いる繊維には、ＰＥＴを用いて
、従来の方法による紡糸、延伸を行って得られる延伸糸や、２種類以上のポリエステル系
重合体が繊維長さ方向に沿ってサイドバイサイド型に貼り合わされた複合繊維、または２
種類以上のポリエステル系重合体が偏心した芯鞘構造を形成している偏心芯鞘型複合繊維
である潜在捲縮糸などを用いることができる。このような、サイドバイサイド型または偏
心芯鞘型複合繊維の製造方法は、特に限定されるものではないが、例えば特公昭６３－４
２０２１号公報、特開平４－３０８２７１号公報、特開平１１－４３８３５号公報等に記
載された方法を適用することができる。短繊維不織布（ｂ）の海成分の溶出に用いる水系
の液体がアルカリ性水溶液である場合、織物に用いる繊維がポリエステル系であると海成
分溶出時に織物の繊維も減量されるため、繊維の強力減少や糸切れを防ぐため、単繊維繊
度は２～７デシテックスとすることが好ましい。
【００４９】
　また、このようにして得られる繊維は、ニードルパンチによる単糸切れや損傷を抑制す
るため、撚りをかけた糸を用いることが好ましい。その際の撚係数は、７０００～２００
００であることが好ましく、９０００～１８０００であることがより好ましい。
なお、撚係数は以下の式で求めることができる。
撚係数Ｋ＝Ｔ×Ｄ０．５　
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　ここで、Ｔ：糸長さ１ｍ当たりの撚数（回）
　　　　　Ｄ：糸の繊度（デシテックス）
　撚係数が７０００未満では、織物の糸がニードルのバーブに引っかかり、単糸切れや損
傷しやすいため好ましくなく、撚係数が２００００を超えると、単糸切れや損傷を抑制で
きるものの、織物の柔軟性が低下してしまい、得られる皮革様シート状物も柔軟性が低い
ものとなるため好ましくない。
【００５０】
　本発明では、前記の延伸糸やサイドバイサイド型または偏心芯鞘型複合繊維を用い、（
Ｂ）の製造方法で使用する織物、すなわち、短繊維ウェブと一体化させる織物を作製する
。織物の製造方法は特に限定されるものではなく、必要とする組織に応じてそれに適した
織機を使用することができる。織機としては、例えばエアージェット織機やウォータージ
ェット織機、フライシャトル織機などが挙げられる。この際、織密度を下げすぎると、織
物による補強効果が低下し、織密度を上げすぎるとニードルパンチで繊維が損傷しやすい
ため、タテ糸とヨコ糸間には適度に間隔が開いていることが好ましい。このスペースはニ
ードルパンチの際に使用するニードルにより適宜変更することができる。
【００５１】
　また、織物の目付は、海成分を溶出した際の長さ方向の伸び抑制効果と柔軟な皮革様シ
ートが得られる点で４０～１７０ｇ／ｍ２の範囲のものを用いることが好ましい。短繊維
ウェブと織物の重ね方としては、（ｉ）短繊維ウェブ／織物とする重ね方、（ii）（ｉ）
をニードルパンチしたものを２枚用いて、織物／短繊維ウェブ／短繊維ウェブ／織物とす
る重ね方、（iii）織物／短繊維ウェブ／織物とする重ね方があり、かかる（ｉ）の方法
で重ねた場合には、短繊維ウェブの面からのみニードルパンチする事で短繊維ウェブ面に
織物を構成する複合繊維の露出を抑制することができる。このように重ねた短繊維ウェブ
と織物にニードルパンチを行うことで、短繊維同士を絡合させると共に、短繊維を織物の
厚み方向に貫通させ、短繊維ウェブと織物を絡合一体化させることができる。
【００５２】
　また、水系の液体で処理し、海成分を溶出する際の長さ方向の伸びを１０％以下とする
には、前記（Ａ）または（Ｂ）のいずれかの製造方法により、長さ方向の１０％伸長時の
応力を２００～４００Ｎ／ｃｍ２とすることにより達成することができる。短繊維不織布
（ｂ）は製造方法（Ａ）により得ることができる。例えば、海島型複合繊維の島成分が９
０重量％である、単繊維繊度が３．３デシテックス、繊維長５２ｍｍの複合繊維からなる
目付３００ｇ／ｍ２の短繊維ウェブをワンバーブのニードルでパンチする場合、ニードル
パンチ数は２０００～４５００本／ｃｍ２であることが好ましく、２４００～３５００本
／ｃｍ２であることがさらに好ましい。このようなニードルパンチ条件で、見掛け密度を
０．２５～０．４５とすることは、長さ方向の１０％伸長時の応力が２００～４００Ｎ／
ｃｍ２である短繊維不織布（ｂ）を得やすく、海成分溶出時に水系の液体が浸透しやすい
点で好ましい。
【００５３】
　また、繊維構造体（ｃ）は、製造方法（Ｂ）により得ることができる。例えば、単繊維
繊度が３．３デシテックス、繊維長５２ｍｍの複合繊維からなる、目付が１５０ｇ／ｍ２

の短繊維ウェブとタテ糸にＳ撚りとＺ撚りの５５デシテックスのＰＥＴ延伸糸からなるＳ
撚り２５００Ｔ／ｍ（撚係数１８５４０）の糸とＺ撚り２５００Ｔ／ｍ（撚係数１８５４
０）の糸を交互に配し、ヨコ糸にはタテ糸と同じＳ撚りの糸を用いた、織密度７０×７０
本／２．５ｃｍ、目付５５ｇ／ｍ２の平織物をワンバーブのニードルでパンチする際は、
短繊維ウェブと同士の絡合および短繊維ウェブと織物が十分に絡合し、短繊維ウェブ面に
織物の単繊維の露出を抑制できる点で、ニードルパンチ数は８００～４０００本／ｃｍ２

であることが好ましく、ニードルパンチ数が１０００～３５００本／ｃｍ２であることは
より好ましく、１２００～３０００本／ｃｍ２であることがさらに好ましい。また、針伸
度としては少なくとも、ニードルのバーブ部が織物の表側から裏側まで貫通するような針
深度で行うことが好ましい。このようなニードルパンチ条件で、見掛け密度を０．１５～



(12) JP 4968087 B2 2012.7.4

10

20

30

40

50

０．４ｇ／ｃｍ３とすることにより、長さ方向の１０％伸長時の応力が２００～４００Ｎ
／ｃｍ２である繊維構造体（ｃ）を得ることができる。
【００５４】
　次に、前記の方法により得られた短繊維不織布（ｂ）または繊維構造体（ｃ）を乾熱ま
たは湿熱、あるいはその両者によって収縮させ、高密度化することが好ましい。収縮方法
は特に限定されるものではなく、例えば、拡布状で８５～９８℃の熱水浴に２～３分浸け
るなどにより収縮させることができる。これにより、皮革様シート状物にした際、緻密な
立毛を得ることができ表面品位を向上させることができる。また、この収縮処理によって
、水系の液体による処理時の寸法変化を抑制することができるため好ましい態様である。
また、収縮の際に熱水浴に界面活性剤を入れ、付着している油剤を落とすことは、次に行
う水系の液体の浸透性を向上させ、シート状物内に均一に含ませることができるため好ま
しい。
【００５５】
　次いで、水系の液体を含浸した後に加熱処理し、短繊維ウェブの海成分を溶出する極細
化処理を行う。
【００５６】
　極細化処理の方法としては、拡布状態にて、海成分を溶出できる水系の液体、例えば、
水、ｐＨ８～１４のアルカリ性水溶液、ｐＨ１～６の酸性水溶液などを含浸した後、乾熱
または湿熱で熱処理することにより、短繊維不織布（ｂ）または繊維構造体（ｃ）中の海
成分の溶出を行う。その後、後述する高速流体処理により極細繊維を絡合させ、単糸状で
存在する極細繊維と束状に収束した極細繊維が混在する状態とすることにより、表面に変
化のある色調を有する皮革様シート状物を得ることができる。
【００５７】
　また、極細化処理の際に海成分を完全に溶出せず、短繊維不織布（ｂ）または繊維構造
体（ｃ）に含まれる海成分の８５～９８重量％にとどめることで、島成分が部分的に海成
分（水系の液体により溶出可能な樹脂）によって９ｍｍ２に１箇所以上の頻度で一部拘束
された構造のものが得られ、さらに変化に富んだ色調を得ることができるためより好まし
い。前記範囲のｐＨを達成するアルカリ水溶液としては、例えば、水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム、水酸化リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウムなどのアルカリ金
属塩または、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウムなどのアルカリ土類金属塩の水溶液
が挙げられる。また、酸性水溶液としては、塩酸、硫酸、硝酸、ギ酸、酢酸、氷酢酸、リ
ンゴ酸、酒石酸などがあげられる。中でも、水酸化ナトリウムを用いることは取り扱い性
と価格の点から好ましい。
【００５８】
　海成分溶出の際、水系の液体の含浸量は、短繊維不織布（ｂ）または繊維構造体（ｃ）
内に均一に含ませることができ、含浸量のコントロールが容易な点で、シート状物に対し
て１００～２５０重量％とすることが好ましい。含浸量のコントロール方法は特に限定さ
れるものではなく、マングルによる圧搾などの方法でコントロールすることが可能である
。なお、水系の液体を含浸する際の温度は、含浸する際に海成分の溶出を抑えることが容
易である点で４０℃未満であることが好ましい。
【００５９】
　また、アルカリ性水溶液を用いる場合は、浸透性と海成分を溶出させるために必要な量
から、アルカリ成分が１０～２００ｇ／ｌの濃度で含まれていることが好ましい。アルカ
リ成分濃度が１０ｇ／ｌ未満であると減量効率が低下し、２００ｇ／ｌを超えるとシート
状物内への浸透速度が低下するため好ましくない。
【００６０】
　また、水系の液体が界面活性剤を含むことは、浸透性が向上するため好ましい態様であ
り、界面活性剤は５～３０ｇ／ｌの濃度で含まれていることが好ましい。また、アルカリ
水溶液の反応効率を向上できる点で、トリエタノールアミン、ジエタノールアミン、モノ
エタノールアミンなどのアミンや減量促進剤が含まれていても良い。
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【００６１】
　例えば、海成分がＰＥＴである場合、短繊維不織布（ｂ）中の海成分を完全に溶出する
には海成分の１００～１０５重量％を溶出できる量のアルカリ性水溶液を上述の条件で含
浸させ熱処理を行うことにより達成することができる。また、９ｍｍ２に１箇所以上の頻
度で極細繊維が未脱海部分で一部拘束された構造を有する極細繊維不織布を得るには、短
繊維不織布（ｂ）に含まれる海成分の８５～９８重量％を溶出することができる量のアル
カリ性水溶液を上述の条件で含浸させ熱処理を行うことにより達成することができる。極
細繊維が未脱海部分で拘束された箇所の頻度は、海成分の溶出量により調整することがで
き、海成分の溶出量を９８％とすれば、およそ９ｍｍ２に平均1箇所程度の頻度となり、
海成分の溶出量を減らすことにより拘束箇所の頻度を多くすることができる。アルカリ性
水溶液が水酸化ナトリウム水溶液である場合は、ＰＥＴと水酸化ナトリウムが１００％の
効率で反応すると、水溶液中に含まれる水酸化ナトリウム１ｇでＰＥＴをおよそ２．４ｇ
溶出することができるので、実際の反応効率とアルカリ濃度から溶出量は概算可能である
。
また、繊維構造体（ｃ）では、シート状物内に含まれる織物も短繊維ウェブと同素材のも
のと考え、海成分の８５～９８重量％または１００～１０５重量％を溶出することができ
る量の水系の液体を短繊維不織布（ｂ）と同様の条件で含浸させ、熱処理を行うことによ
り、極細繊維が脱海された構造体（ｄ）または未脱海部分で一部拘束された構造を有する
繊維構造体（ｄ）を得ることができる。また、繊維構造体（ｄ）の織物がポリエステル系
繊維で構成されており、水系の液体がアルカリ性水溶液であれば織物が減量されることと
なり、柔軟性向上の効果が得られる。
【００６２】
　また、海成分を溶出する際、長さ方向の伸びを抑制するためには、熱処理の際の加熱ゾ
ーンを可能な限り短くし、反を通すロール数を削減することでも達成できる。海成分溶出
時の長さ方向の伸びを１０％以下とするには、９０℃以上のスチームとマイクロ波による
熱処理を行い、短時間で海成分を溶出することにより達成することが容易となるため好ま
しい。
【００６３】
　なお、熱処理する際のシート状物搬送の駆動方式がロールである場合は、工程張力を軽
減できる点でシート状物前後のロールが独立で駆動する方式が好ましい。
【００６４】
　水系の液体による処理後は、残留する分解物や薬剤を除去するために洗浄し、乾燥を行
う。洗浄の方法は特に限定されるものではなく、水浴や温水浴によって抽出することがで
きる。また、海成分を溶出後にネットなどのコンベア上に乗せ、水流を当てることにより
洗浄することはタテ方向に張力をかけず洗浄することができるため好ましい。洗浄の際に
、弱酸性や弱アルカリ性の水溶液により中和したり、分解物などの除去が容易となるよう
に界面活性剤を入れても良い。なお、必要であれば海成分の溶出前または海成分を溶出し
極細繊維を発生させた後に、厚み方向に垂直に２枚以上にスプリット処理して、目付けの
調整を行うことができる。海成分の溶出後の厚さが薄くスプリット処理が困難な場合は、
短繊維不織布（ｂ）または繊維構造体（ｃ）の状態でスプリット処理した後に海成分を溶
出することが好ましい。スプリット処理の方法としては特に限定されるものではなく、ス
ライス機などを用いて行うことができる。また、必要であれば、厚み方向に垂直に２枚以
上にスプリット処理を行うことができる。
【００６５】
　その際、工程通過性を向上させるため、水溶性の樹脂を含浸して繊維構造体の硬度を上
げることが好ましい。また、水溶性の樹脂の中でも、以降の工程で行う高速流体処理で脱
落させることが容易なものが好ましい。このような樹脂としては例えば、ポリビニルアル
コール（以下、ＰＶＡ）を例示することができる。
【００６６】
　前記の工程により得られたシート状物のままでは、マーチンデール法における摩耗試験
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において、２００００回摩耗した時の摩耗減量を８ｍｇ以下とすることが困難となり、ま
た、使用上の耐久性に欠けるため、高速流体処理を行うことが必要である。高速流体処理
を行うことで、極細繊維が互いに絡合した構造とすることができ、実用に耐える耐久性を
持つ皮革様シート状物を得ることができる。
【００６７】
　また、高速流体処理の際、短繊維不織布（ｂ）の海成分を溶出して得られた極細繊維不
織布に織編物を重ねて処理することにより、極細繊維不織布単体では得られないストレッ
チ性やドレープ性などの性能を皮革様シート状物に付与することができるため好ましく、
あらかじめ織編物と短繊維不織布（ａ）を重ねて高速流体処理を行ったシート状物と極細
繊維不織布を重ねて高速流体処理することは、ストレッチ性やドレープ性などの性能を付
与できる他、極細繊維不織布の裏面に織編物が露出せず、皮革様シート状物の表面品位を
高めることができるためさらに好ましい。なお、ストレッチ性よりもドレープ性を優先さ
せる場合は、編物を用いることが好ましく、編物の組織としては丸編、トリコット、ラッ
セルなどが挙げられる。
【００６８】
　高速流体処理で極細繊維不織布と重ねる織編物としては特に限定されるものではないが
、ストレッチ性やドレープ性を付与するには、繊維構造体（ｃ）を作製するために用いる
織物で述べた、サイドバイサイド型や偏心芯鞘型の複合繊維からなる繊維を用い、撚係数
が７０００～２００００で撚糸された糸からなる織編物が好ましい。さらに、この織編物
を液流染色機により１００～１３０℃でリラックス処理し、捲縮を発現させた織編物を用
いることは、皮革様シート状物に高度なストレッチ性とドレープ性を付与することができ
るためさらに好ましい。
【００６９】
　また、高速流体処理の際に用いる短繊維不織布（ａ）は特に限定されるものではないが
、平均単繊維繊度が０．０１～０．５デシテックスであると、得られる皮革様シート状物
の表面品位が優れるため好ましい。このような短繊維不織布（ａ）の製造法は特に限定さ
れないが、例えば平均繊維長０．１～１ｃｍ、平均単繊維繊度が０．０１～０．５デシテ
ックスの繊維を水溶性樹脂などを含む水中で叩解し、０．０００１～０．１％程度の濃度
で分散させた分散液を金網などに抄造して製造することができる。なお、織編物上に抄造
ウェブを一挙に形成させる場合は、金網上に織編物を置き、その上から抄造する方法によ
って製造することができる。
【００７０】
　高速流体処理としては、作業環境の点で水流を使用するウォータージェットパンチ処理
を行うことが好ましい。この時、水は柱状流の状態で行うことが好ましい。柱状流は、通
常、直径０．０６～１．０ｍｍのノズルから圧力１～６０ＭＰａで噴出させることで得ら
れる。かかる処理は、異物によるノズル詰まりを防ぎ、効率的な絡合性と良好な表面品位
を得るために、ノズルの直径は０．０６～０．１５ｍｍ、間隔は５ｍｍ以下であることが
好ましく、直径０．０６～０．１２ｍｍ、間隔は１ｍｍ以下がより好ましい。これらのノ
ズルスペックは、複数回処理する場合、すべて同じ条件にする必要はなく、例えば大孔径
と小孔径のノズルを併用することも可能であるが、少なくとも１回は上記構成のノズルを
使用することが好ましい。
【００７１】
　極細繊維同士を高度に絡合させ、引張強力、引裂強力、耐摩耗性など実使用に耐える耐
久性を向上させるためには、流体圧力１０ＭＰａ以上の圧力で処理することが重要であり
、１５ＭＰａ以上であることが好ましい。また上限は特に限定されないが、圧力が上昇す
る程コストが高くなり、また、低目付不織布の場合は厚みが不均一になりやすく、繊維の
切断により毛羽が発生する場合もあるため、好ましくは４０ＭＰａ以下であり、より好ま
しくは３０ＭＰａ以下である。この際、極細繊維不織布と織編物を重ねて処理することで
極細繊維と織編物を絡合させることができ、一体化したシート状物を得ることができる。
この際、前記サイドバイサイド型や偏心芯鞘型に複合された織物を用いることにより、極
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細繊維不織布単体よりもタテ方向の伸長率を向上させることができ、タテ方向の伸長率５
%以上の皮革様シート状物を得やすいため好ましい。
【００７２】
　なお、織編物と短繊維不織布（ａ）を流体圧力３ＭＰａ～１０ＭＰａの圧力で処理し、
あらかじめ織編物と短繊維不織布（ａ）を絡合させたものを作製し、織編物の側が極細繊
維不織布に接するように重ねて、流体圧力１０ＭＰａ～４０ＭＰａの圧力で処理すること
で、極細繊維不織布と織編物と短繊維不織布（ａ）からなる皮革様シート状物を得ること
ができる。また、繊維構造体（ｄ）の場合も流体圧力１０ＭＰａ～４０ＭＰａの圧力で処
理することで極細繊維同士を高度に絡合させることができ、耐久性を向上させることが可
能である。
【００７３】
　ウォータージェットパンチ処理の際には、シート状物の厚さ方向に均一な絡合を達成す
る目的および／または表面の平滑性を向上させる目的で、好ましくは多数回繰り返して処
理を行う。その際、スプリット処理でＰＶＡ樹脂を使用していた場合は、極細繊維が互い
に絡合し、皮革様シート状物の耐摩耗性の向上効果が得られるため、ＰＶＡ樹脂のべたつ
きが感じられなくなってから、極細繊維の面だけでなく、シート状物の両面を複数回繰り
返して処理を行うことが好ましい。この時の処理は、極細繊維面の表面品位を良くするこ
とができる点で、極細繊維面を複数回処理した後、裏面を複数回処理することが好ましい
。また、ウォータージェットパンチ処理の圧力は、処理する不織布の目付によって適宜選
択し、高目付のもの程高圧力とすることが好ましい。
【００７４】
　通常、極細繊維発生型繊維から得た極細繊維の場合、極細繊維が集束した極細繊維束が
絡合しているものが一般的であるが、このような処理を行うことにより、極細繊維束によ
る絡合がほとんど観察されない程度にまで極細繊維同士が絡合した繊維構造体を得ること
ができる。
【００７５】
　なお、ウォータージェットパンチ処理を行う前に、水への浸漬処理を行ってもよい。さ
らに表面の品位を向上させるために、ノズルヘッドとウォータージェットパンチ処理を行
うシート状物を相対的に移動させる方法や、絡合後のシート状物をノズルの間に金網など
を挿入して散水処理するなどの方法を行うこともできる。
【００７６】
　ウォータージェットパンチ処理後は、スエード調やヌバック調の立毛を有した皮革様シ
ート状物とするため、サンドペーパーやブラシなどによる立毛処理を行うことが好ましい
。かかる立毛処理は後述する染色の前または後に行うことができるが、染色後に行うとサ
ンドペーパーやブラシに着色した繊維が付着するため、染色前に行うことが好ましい。
【００７７】
　また、皮革様シート状物の耐摩耗性をさらに向上させるため、ポリウレタン等の高分子
弾性体からなるバインダーを付与することができる。該バインダーは、前記の立毛処理前
または立毛処理後のいずれの段階で付与しても良いが、表面の平滑さが得られる点で立毛
処理後に付与することが好ましく、立毛処理後にバインダーを付与した状態でさらにサン
ドペーパーやブラシで立毛処理を行うことがより好ましい。ポリウレタン等の高分子弾性
体からなるバインダーを付与する手段としては、パッド法、液流染色機やジッガー染色機
を用いる方法、スプレーで噴射する方法等、適宜選択することができる。
【００７８】
　次いで、染色することによりスエード調やヌバック調の立毛を有した皮革様シート状物
を得ることができる。染色方法は特に限定されるものではなく、用いる染色機としても、
液流染色機、サーモゾル染色機、高圧ジッガー染色機等いずれでもよいが、得られる皮革
様シート状物の風合いが優れる点で液流染色機を用いて染色することが好ましい。染色の
条件は特に限定されないが、液流染色機を用い、１００～１４０℃で１０～６０分間行う
ことが好ましい。
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【００７９】
　上述した方法により、本発明の表面に変化のある色調を有する皮革様シート状物を得る
ことができる。
【００８０】
　また、本発明の皮革様シート状物の耐摩耗性をさらに向上させるため、微粒子を付与す
ることができる。微粒子の材質は水に不溶であれば特に限定されるものではなく、例えば
シリカやコロイダルシリカ、酸化チタン、アルミニウム、マイカ等の無機物質や、メラミ
ン樹脂等の有機物質を例示することができる。
【００８１】
　微粒子の平均粒子径は、洗濯耐久性に優れ、耐摩耗性向上効果が得られる点で、好まし
くは０．００１～３０μｍであり、より好ましくは０．０１～２０μｍ、さらに好ましく
は０．０５～１０μｍである。なお、微粒子の平均粒子径は個々の材質やサイズに応じて
適した測定方法、例えばＢＥＴ法やレーザー法、動的散乱法、コールター法などを用いて
測定することができる。本発明においては、特にＢＥＴ法を用いて求めた体積（質量）平
均粒子径が好ましい。
【００８２】
　これらの微粒子の含有量は、皮革様シート状物の風合いが硬くならず、耐摩耗性向上効
果が得られる点で、皮革様シート状物の０．０１～１０重量％が好ましく、０．０２～５
重量％がより好ましく、０．０５～１重量％がさらに好ましい。
【００８３】
　微粒子を付与する手段としては、パッド法、液流染色機やジッガー染色機を用いる方法
、スプレーで噴射する方法等、適宜選択することができる。
【００８４】
　また、柔軟な風合いとなめらかな表面タッチを得るために、本発明の皮革様シート状物
は柔軟剤を含むことが好ましい。柔軟剤としては、織編物に一般的に使用されているもの
を繊維種に応じて適宜選択することが好ましい。例えば染色ノート第２３版（発行所　株
式会社色染社、２００２年８月３１日発行）において、風合い加工剤、柔軟仕上げ剤の名
称で記されているものを適宜選択することができる。その中でも柔軟性の効果が優れる点
でシリコーン系エマルジョンが好ましく、アミノ変成やエポキシ変成されたシリコーン系
エマルジョンがより好ましい。これらの柔軟剤が含まれると耐摩耗性は低下する傾向があ
るため、この柔軟剤の量と上記の微粒子の量は、目標とする風合いと耐摩耗性のバランス
を取りながら、適宜調整することが好ましい。従って、その量は特に限定されるものでは
ないが、風合いと耐摩耗性がバランスし、べたつき感を抑えられる点で皮革様シート状物
の０．０１～１０重量％の範囲が好ましい。
【００８５】
　皮革様シート状物に柔軟剤を付与する手段としては、パッド法、液流染色機やジッガー
染色機を用いる方法、スプレーで噴射する方法等、微粒子付与の際と同様に適宜選択する
ことができる。コストの点からは微粒子と柔軟剤は同時に付与することが好ましい。なお
、微粒子や柔軟剤は、好ましくは染色後に付与する。染色前に付与すると、染色時の脱落
により効果が減少する場合や、染色ムラが発生する場合があるため好ましくない。
【実施例】
【００８６】
　以下、実施例により、本発明をさらに詳細に説明する。なお、実施例中の物性値は以下
に述べる方法で測定した。
【００８７】
　（１）撚り係数Ｋ
　糸の撚り係数Ｋを、下式により求めた。
【００８８】
　撚係数Ｋ＝Ｔ×Ｄ０．５　

　ここで、Ｔ：糸長さ１ｍ当たりの撚数、Ｄ：糸条の繊度（デシテックス）
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ここで、糸長さ１ｍ当たりの撚数Ｔとは、電動検撚機にて９０×１０－３ｃＮ／ｄｔｅｘ
の荷重下で解撚し、完全に解撚したときの解撚数を解撚した後の糸長で割った値である。
【００８９】
　（２）目付、厚さ、見掛け密度
　目付は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６ ８．４．２（１９９９）に記載された方法で測定した
。また、厚みをダイヤルシックネスゲージ（（株）尾崎製作所製、商品名“ピーコックＨ
”（登録商標））により測定し、目付の値を厚みの値で割って見掛け密度を求めた。
【００９０】
　（３）繊度の測定
　不織布の断面を光学顕微鏡にて観察した。繊維断面を１００個ランダムに選んで断面積
を測定し、１００個の繊維断面積の数平均を求めた。求められた繊維断面積の平均値と繊
維の比重から、繊度を計算により求めた。なお、繊維の比重はＪＩＳ　Ｌ　１０１５　８
．１４．２（１９９９）に基づいて測定した。
【００９１】
　（４）繊維長の測定
　不織布の任意の３箇所から、それぞれ繊維を１００本抜き出して繊維長を測定した。測
定した３００本分の繊維長の数平均を求めた。
【００９２】
　（５）１０％伸長時の応力
　ＪＩＳ　Ｌ　１９１３（１９９８）６．３．１に準じて、シート状物を１０％伸長した
際の荷重を測定した（つかみ間隔は２０ｃｍである）。得られた測定値と測定に使用した
試料の幅と厚みから、以下の式により求めた。
１０%伸長時応力（Ｎ／ｃｍ２）＝１０%伸長した際の荷重（Ｎ）／試料幅（ｃｍ）／厚み
（ｃｍ）
　（６）長さ方向の伸び
　アルカリ水溶液含浸前シート状物の全長をＬ０とし、海成分溶出後シート状物の全長を
Ｌ１として、以下の式により求めた。
【００９３】
　　長さ方向の伸び（％）＝（Ｌ１－Ｌ０）／Ｌ０×１００
　（７）タテ方向の伸長率
　ＪＩＳ　Ｌ　１０９６（１９９９）８．１４．１　Ａ法（定速伸長法）において、柔軟
剤および帯電防止剤付与後の皮革様シート状物の伸長率を測定した（つかみ間隔は２０ｃ
ｍである）。
【００９４】
　（８）極細繊維の拘束構造
　皮革様シート状物の極細繊維が形成する面において一辺３ｍｍの正方形の観察区域を３
０箇所以上ランダムに選び、該観察区域をＳＥＭにより１５０～５００倍で表面を観察し
た際に、極細繊維同士が樹脂によって拘束されている部分が平均で1箇所以上確認できる
こととした。なお、平均値は確認できた全観察区域での拘束部分総数を観察区域数で除し
た算術平均値である。
【００９５】
　（９）水系の液体への溶出性
　ＳＥＭにより極細繊維が接合されている部分が確認された試料片を、８０℃、５０ｇ／
ｌの濃度の水酸化ナトリウム水溶液中に２０分間浸漬後、ＳＥＭにより同様の倍率で観察
した際に、接合部が確認できない場合、水系の液体により溶出可能な樹脂とした。
【００９６】
　（１０）色調
　１５人に皮革様シート状物の色調の官能評価を行ってもらい、色調が単調と感じた人よ
りも色調に変化があると感じた人が多ければ、色調に変化がある、逆の場合を単調な色調
とした。
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【００９７】
　（１１）マーチンデール摩耗試験
　皮革様シート状物から、直径３．８ｃｍの試験片を採取し、重量を測定した。ＪＩＳ　
Ｌ　１０９６（１９９９）８．１７．５　Ｅ法（マーチンデール法）家具用荷重（１２ｋ
Ｐａ）に従って、極細繊維が形成している面をマーチンデール摩耗試験機のピリングポジ
ション設定（ＴＨＲＥＥ　ＤＲＩＶＥ　ＲＯＬＬＥＲＳ＝ＰＯＳＩＴＩＯＮ　Ｂ）にて耐
摩耗性試験を実施した。２００００回摩擦したところで試験機を止め、試験前に対する試
験後の試験片の重量減を評価した。
【００９８】
　（１２）風合い
　１５人に皮革様シート状物を風合いの官能評価を行ってもらい、硬いと感じた人よりも
柔らかいと感じた人が多ければ、風合いが柔らかい、逆の場合を風合いが硬いとした。
【００９９】
　製造例１（短繊維不織布（ａ）の製造）
　０．１デシテックスのＰＥＴ繊維を長さ０．５ｃｍにカットし、抄造法により２０ｇ／
ｍ２　の短繊維不織布（ａ）を得た。
【０１００】
　製造例２（編物（１）の製造）
　極限粘度が０．４０のＰＥＴ１００％からなる低粘度成分と、極限粘度が０．７５のＰ
ＥＴからなる高粘度成分とを重量複合比５０：５０でサイドバイサイドに貼りあわせて紡
糸および延伸し、５６デシテックス１２フィラメントの複合繊維を得た。これをＳ撚りで
１５００Ｔ／ｍ（撚係数１１２２５）の撚りをかけ、６５℃でスチームセットを行った後
、４４ゲージ、７７ｇ／ｍ２のダブル丸編を作成し得た。この編物を液流染色機にて、１
１０℃で２０分間リラックス処理を行い、目付が１０３ｇ／ｍ２の編物（１）を得た。
【０１０１】
　製造例３（織物（１）の製造）
　極限粘度が０．６６のＰＥＴ成分を紡糸および延伸し、５６デシテックス４８フィラメ
ントの複合繊維を得た。これをＳ撚りで８００Ｔ／ｍ（撚係数５９８７）で撚りをかけ、
７５℃でスチームセットを行った。これをタテ糸とヨコ糸に用い、織組織を平織とし、９
３×６４本／２．５４ｃｍの織密度で織物を作製し、５７ｇ／ｍ２の織物（１）を製造し
た。
【０１０２】
　製造例４（織物（２）の製造）
　極限粘度が０．６６のＰＥＴ成分を紡糸および延伸し、５６デシテックス４８フィラメ
ントの複合繊維を得た。これをＳ撚りで２４００Ｔ／ｍ（撚係数１７９６０）で撚りをか
け、７５℃でスチームセットを行った。同様に、Ｚ撚りで２４００Ｔ／ｍ（撚係数１７９
６０）で撚りをかけ、７５℃でスチームセットを行った糸を作製した。タテ糸に、Ｓ撚り
の糸とＺ撚りの糸を交互に配し、ヨコ糸にＳ撚りの糸を用い、織組織を平織とし、９３×
６４本／２．５４ｃｍの織密度で織物を作製し、６０ｇ／ｍ２の織物（２）を製造した。
【０１０３】
　製造例５（織物（３）の製造）
　極限粘度が０．４０のＰＥＴ１００％からなる低粘度成分と、極限粘度が０．７５のＰ
ＥＴからなる高粘度成分とを重量複合比５０：５０でサイドバイサイドに貼りあわせて紡
糸および延伸し、５６デシテックス１２フィラメントの複合繊維を得た。これをＳ撚りで
２４００Ｔ／ｍ（撚係数１７９６０）の撚りをかけ、７５℃でスチームセットを行った。
この糸をタテ糸、ヨコ糸に用い、織組織を平織とし、織密度が９３×６４本／２．５４ｃ
ｍ、５７ｇ／ｍ２の織物（３）を作製した。
【０１０４】
　実施例１
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
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ポリエステル３０部、島成分としてＰＥＴ７０部からなる平均単繊維繊度２．３デシテッ
クス、３６島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２７４ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。得られた短繊維ウェブを１
バーブ型のニードルパンチ機を用いて、３５００本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパ
ンチ処理し、目付が３６０ｇ／ｍ２、厚み１．１ｍｍ、繊維見掛け密度０．３４１ｇ／ｃ
ｍ３の短繊維不織布（ｂ）を得た。この短繊維不織布（ｂ）の長さ方向の１０％伸長時の
応力を測定したところ、２６３Ｎ／ｃｍ２であった。
【０１０５】
　次に、この短繊維不織布（ｂ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向５．５％、ヨ
コ方向に１４．１％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この短
繊維不織布（ｂ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを１００ｇ／ｌ、界面活性剤を１５
ｇ／ｌ含むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｂ）に対して１３０重量％のアル
カリ水溶液を含浸した後、直ちに９５℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波に
より５分間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、極細繊維不織布を得た。この際の
長さ方向の伸びは９．５％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４
デシテックスであり、未脱海部分がないものであった。次いでこの極細繊維不織布に、重
合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶液に浸積し、ＰＶＡを極細繊維不織
布に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した後、乾燥し、室田製作所（株）
製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に２枚にスプリット処理した。
【０１０６】
　次に、スプリット処理した極細繊維不織布を、０．１２ｍｍの孔径で、０．６ｍｍ間隔
のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処理速度で、流体
圧力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行った。なお、２回目
のウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感がなくなり、ＰＶＡ
を除去することができた。次いで、０．０８ｍｍの孔径で、０．４ｍｍ間隔のノズルヘッ
ドを有するウォータージェットパンチ機にて、極細繊維不織布の裏面を流体圧力１５ＭＰ
ａの圧力でウォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細繊維面は
極細繊維が単繊維状に絡合した部分と、繊維束の状態のものが混在した構造となっていた
。
【０１０７】
　ウォータージェットパンチ処理後、表面をサンドペーパーにて立毛処理をした。立毛処
理後、水系ウレタン樹脂（“エバファノール　ＡＰ１２”日華化学株式会社製）とマイグ
レーション防止剤（“ネオステッカー　Ｎ”日華化学株式会社製）を含む水溶液に浸漬し
、マングルで液を絞った後、１３０℃で２分間乾燥を行った。乾燥後、重量を測定した結
果、水系ウレタン樹脂付与前に比べ４％重量が増加していた。乾燥後に表面を、さらにサ
ンドペーパーにて立毛処理をした。
【０１０８】
　次いで、該繊維構造体を液流染色機にて“Ｓｕｍｉｋａｒｏｎ　Ｂｌｕｅ　Ｓ－ＢＢＬ
２００”（住化ケムテックス（株）製）を用い２０％ｏｗｆの濃度で、１２０℃、４５分
、液流染色機にて染色した後、柔軟剤（“ノニオン系柔軟剤“エルソフト　Ｎ－５００コ
ンク”一方社油脂工業株式会社製）と帯電防止剤（“ナイスポール　ＦＬ”　日華化学株
式会社）を含む水溶液に浸積し、マングルで絞った後、ブラッシングしながら１００℃で
乾燥させた。
【０１０９】
　このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４０デシテックスの極
細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の極細繊維
面には、単繊維状で絡合している部分と繊維束の状態の部分があり、色調に変化を持つも
のであった。この皮革様シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２１．５ｍ
ｍであり、また、タテ方向の伸長率が６．１％、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は
３．８ｍｇであり、風合いも柔らかいものであった。
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【０１１０】
　実施例２
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル３０部、島成分としてＰＥＴ７０部からなる平均単繊維繊度２．３デシテッ
クス、３６島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２７４ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。得られた短繊維ウェブを１
バーブ型のニードルパンチ機を用いて、３５００本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパ
ンチ処理し、目付が３６０ｇ／ｍ２、厚み１．１ｍｍ、繊維見掛け密度０．３４１ｇ／ｃ
ｍ３の短繊維不織布（ｂ）を得た。この短繊維不織布（ｂ）の長さ方向の１０％伸長時の
応力を測定したところ、２６３Ｎ／ｃｍ２であった。
【０１１１】
　次に、この短繊維不織布（ｂ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向５．５％、ヨ
コ方向に１４．１％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この短
繊維不織布（ｂ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを１００ｇ／ｌ、界面活性剤を１５
ｇ／ｌ含むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｂ）に対して１１２重量％のアル
カリ水溶液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波に
より５分間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、極細繊維不織布を得た。この際の
長さ方向の伸びは９．３％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４
３デシテックスであり、未脱海部分で一部拘束された構造を有するものであった。、
　次いでこの極細繊維不織布に、重合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶
液に浸積し、ＰＶＡを繊維構造体に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した
後、乾燥し、室田製作所（株）製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に
２枚にスプリット処理した。
【０１１２】
　次に、スプリット処理した極細繊維不織布を、０．１ｍｍの孔径で、０．６ｍｍ間隔の
ノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処理速度で、流体圧
力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行った。なお、２回目の
ウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感がなくなり、ＰＶＡを
除去することができた。次いで、極細繊維不織布の裏面を流体圧力１７ＭＰａの圧力でウ
ォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細繊維は、繊維束による
絡合がほとんどない、極細繊維同士が絡合した構造となっていた。
【０１１３】
　ウォータージェットパンチ処理後、表面をサンドペーパーにて立毛処理をした。さらに
、該繊維構造体を液流染色機にて“Ｓｕｍｉｋａｒｏｎ　Ｂｌｕｅ　Ｓ－ＢＢＬ２００”
（住化ケムテックス（株）製）を用い２０％ｏｗｆの濃度で、１２０℃、４５分、液流染
色機にて染色した後、柔軟剤（商品名“エルソフト”Ｎ－５００コンク、一方社油脂工業
株式会社製）とコロイダルシリカ微粒子（商品名“アルダック”ＳＰ－６５、 一方社油
脂工業株式会社製）を含む水溶液に浸積し、コロイダルシリカの含有量が０．１％となる
ように絞った後、ブラッシングしながら１００℃で乾燥させた。
【０１１４】
　このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４４デシテックスの極
細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の表面は、
９ｍｍ２に平均３．３箇所の頻度で極細繊維が樹脂により一部拘束されており、色調に変
化を持つものであった。なお、拘束している樹脂はアルカリ性水溶液により溶出可能なも
のであった。この皮革様シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２１．５ｍ
ｍであり、また、タテ方向の伸長率が５．４％、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は
２．４ｍｇであり、風合いも柔らかいものであった。
【０１１５】
　実施例３
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
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ポリエステル１０部、島成分としてＰＥＴ９０部からなる平均単繊維繊度３．３デシテッ
クス、７０島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が３００ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。この短繊維ウェブを実施例
２と同様にニードルパンチ処理を行い、目付が３６０ｇ／ｍ２、厚み１．３５ｍ、繊維見
掛け密度０．２６７ｇ／ｃｍ３の短繊維不織布（ｂ）を得た。この短繊維不織布（ｂ）の
長さ方向の１０％伸長時の応力を測定したところ、２４０Ｎ／ｃｍ２であった。
【０１１６】
　次に、この短繊維不織布（ｂ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向６．０％、ヨ
コ方向に１２．０％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この短
繊維不織布（ｂ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを４０ｇ／ｌ、界面活性剤を１５ｇ
／ｌ含むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｂ）に対して１１０重量％のアルカ
リ水溶液を含浸した後、直ちに９５℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波によ
り５分間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、極細繊維不織布を得た。この際の長
さ方向の伸びは７．５％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４３
デシテックスであり、未脱海部分がないものであった。
【０１１７】
　次いでこの極細繊維不織布に、重合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶
液に浸積し、ＰＶＡを繊維構造体に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した
後、乾燥し、室田製作所（株）製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に
２枚にスプリット処理した。
【０１１８】
　次に、スプリット処理した極細繊維不織布を、０．１２ｍｍの孔径で、０．６ｍｍ間隔
のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処理速度で、流体
圧力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行った。なお、２回目
のウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感がなくなり、ＰＶＡ
を除去することができた。次いで、次いで、０．０８ｍｍの孔径で、０．４ｍｍ間隔のノ
ズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、極細繊維不織布の裏面を流体圧力
１７ＭＰａの圧力でウォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細
繊維は、繊維束による絡合がほとんどない、極細繊維同士が絡合した構造となっていた。
【０１１９】
　ウォータージェットパンチ処理後は、実施例１と同様の処理を行い、平均繊度が０．０
４０デシテックスの極細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造の皮革様シート状物を得
た。また、該皮革様シート状物の極細繊維面には、単繊維状で絡合している部分と繊維束
の状態の部分があり、色調に変化を持つものであった。この皮革様シート状物の極細繊維
の平均繊維長を測定したところ２２．２ｍｍであり、また、タテ方向の伸長率が５．９％
、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は４．５ｍｇであり、風合いも柔らかいものであ
った。
【０１２０】
　実施例４
　製造例１の短繊維不織布（ａ）と製造例２の編物（１）を重ね、０．１ｍｍの孔径で、
０．６ｍｍ間隔のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処
理速度で、流体圧力１０ＭＰａにて１回のウォータージェットパンチ処理を行い、短繊維
不織布（ａ）と編物（１）が絡合したシートを得た。このシートの織物面に実施例２のス
プリット処理後の極細繊維不織布を重ね、同様のウォータージェットパンチ機にて、５ｍ
／分の処理速度で、流体圧力１０ＭＰａの圧力にて極細繊維不織布の面から３回のウォー
タージェットパンチ処理を行った。なお、２回目のウォータージェットパンチ処理を行っ
た後は、ＰＶＡのべとつき感がなくなり、ＰＶＡを除去することができた。次いで、極細
繊維不織布の裏面の短繊維不織布（ａ）面を流体圧力１７ＭＰａの圧力でウォータージェ
ットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細繊維は、繊維束による絡合がほとん
どない、極細繊維同士が絡合した構造となっていた。以降の起毛処理、染色、柔軟剤と微
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粒子の付与を実施例２と同様に行い、皮革様シート状物を得た。
【０１２１】
　この皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４４デシテックスの極細繊維不織布が相互
に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の表面は、９ｍｍ２に平均３．
１箇所の頻度で極細繊維が海成分により一部拘束され、色調に変化を持つものであった。
なお、拘束している樹脂はアルカリ性水溶液により溶出可能なものであった。この皮革様
シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２１．５ｍｍであり、また、タテ方
向の伸長率が７．２％、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量も２．８ｍｇであり、風合
いも柔らかいものであった。
【０１２２】
　比較例１
　ウォータージェットパンチを行わない以外は実施例２と同様にして作製したところ、染
色により極細繊維が脱落し、皮革様シート状物を得ることができなかった。
【０１２３】
　比較例２
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル４５部、島成分としてＰＥＴ５５部からなる平均単繊維繊度３．３デシテッ
クス、３６島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２６８ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。得られた短繊維ウェブを１
バーブ型のニードルパンチ機を用いて、３５００本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパ
ンチ処理し、目付が３５１ｇ／ｍ２、厚み１．０ｍｍ、繊維見掛け密度０．３４２ｇ／ｃ
ｍ３の短繊維不織布（ｂ）を得た。この短繊維不織布（ｂ）の長さ方向の１０％伸長時の
応力を測定したところ、２６０Ｎ／ｃｍ２であった。
【０１２４】
　次に、この短繊維不織布（ｂ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向５．０％、ヨ
コ方向に１３．５％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この短
繊維不織布（ｂ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを１５０ｇ／ｌ、界面活性剤を１５
ｇ／ｌ含むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｂ）に対して１３０重量％のアル
カリ水溶液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波に
より５分間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、極細繊維不織布を得た。この際の
長さ方向の伸びは１６．５％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０
４３デシテックスであり、未脱海部分で一部拘束された構造を有するものではなかった。
【０１２５】
　次いでこの極細繊維不織布に、重合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶
液に浸積し、ＰＶＡを繊維構造体に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した
後、乾燥し、室田製作所（株）製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に
２枚にスプリット処理した。
【０１２６】
　次に、スプリット処理した極細繊維不織布を、０．１ｍｍの孔径で、０．６ｍｍ間隔の
ノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処理速度で、流体圧
力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行った。なお、２回目の
ウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感がなくなり、ＰＶＡを
除去することができた。次いで、極細繊維不織布の裏面を流体圧力１７ＭＰａの圧力でウ
ォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細繊維は、繊維束による
絡合がほとんどない、極細繊維同士が絡合した構造となっていた。
【０１２７】
　ウォータージェットパンチ処理後、表面をサンドペーパーにて立毛処理をした。さらに
、該繊維構造体を液流染色機にて“Ｓｕｍｉｋａｒｏｎ　Ｂｌｕｅ　Ｓ－ＢＢＬ２００”
（住化ケムテックス（株）製）を用い２０％ｏｗｆの濃度で、１２０℃、４５分、液流染
色機にて染色した後、柔軟剤（商品名“エルソフト”　Ｎ－５００コンク、一方社油脂工
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業株式会社製）とコロイダルシリカ微粒子（商品名“アルダック”ＳＰ－６５、 一方社
油脂工業株式会社製）を含む水溶液に浸積し、コロイダルシリカの含有量が０．１％とな
るように絞った後、ブラッシングしながら１００℃で乾燥させた。
【０１２８】
　このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４４デシテックスの極
細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であったが、皮革様シート状物の表面は、極細
繊維が海成分により一部拘束された部分が存在せず（９ｍｍ２に０箇所）、単調な色調の
ものであった。また、極細繊維の平均繊維長を測定したところ２２．５ｍｍであり、タテ
方向の伸長率が３．８％と低く、風合いが硬いものであった。なお、マーチンデール摩耗
試験後の摩耗減量は１．８ｍｇであった。
【０１２９】
　実施例５
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル３０部、島成分としてＰＥＴ７０部からなる平均単繊維繊度２．３デシテッ
クス、３６島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２７４ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。この短繊維ウェブの両面に
製造例４で作製した織物（２）を重ね、１バーブ型のニードルパンチ機を用いて、３５０
０本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパンチ処理し、目付が４７２ｇ／ｍ２、厚み１．
５２ｍｍ、繊維見掛け密度０．３１１ｇ／ｃｍ３の繊維構造体（ｃ）を得た。この繊維構
造体（ｃ）の長さ方向の１０％伸長時の応力を測定したところ、３５５Ｎ／ｃｍ２であっ
た。
【０１３０】
　次に、この繊維構造体（ｃ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向３．０％、ヨコ
方向に８．５％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この繊維構
造体（ｃ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを８７ｇ／ｌ、界面活性剤を１５ｇ／ｌ含
むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｃ）に対して１３０重量％のアルカリ水溶
液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波により５分
間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、繊維構造体（ｄ）を得た。この際の長さ方
向の伸びは５．３％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４４デシ
テックスであり、未脱海部分で一部拘束された構造を有するものであった。次いでこの繊
維構造体（ｄ）に、重合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶液に浸積し、
ＰＶＡを繊維構造体に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した後、乾燥し、
室田製作所（株）製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に２枚にスプリ
ット処理した。
【０１３１】
　次に、スプリット処理した繊維構造体（ｄ）の極細繊維不織布面を、０．１ｍｍの孔径
で、０．６ｍｍ間隔のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分
の処理速度で、流体圧力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行
った。なお、２回目のウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感
がなくなり、ＰＶＡを除去することができた。次いで、裏面を流体圧力１７ＭＰａの圧力
でウォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細繊維は、繊維束に
よる絡合がほとんどない、極細繊維同士が絡合した構造となっていた。
【０１３２】
　ウォータージェットパンチ処理後、表面をサンドペーパーにて立毛処理をした。さらに
、該繊維構造体を液流染色機にて“Ｓｕｍｉｋａｒｏｎ（登録商標）　Ｂｌｕｅ　Ｓ－Ｂ
ＢＬ２００”（住化ケムテックス（株）製）を用い２０％ｏｗｆの濃度で、１２０℃、４
５分、液流染色機にて染色した後、柔軟剤（商品名“エルソフト”Ｎ－５００コンク、一
方社油脂工業株式会社製）とコロイダルシリカ微粒子（商品名“アルダックＳＰ－６５、
一方社油脂工業株式会社製）を含む水溶液に浸積し、コロイダルシリカの含有量が０．１
％となるように絞った後、ブラッシングしながら１００℃で乾燥させた。
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【０１３３】
　このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４５デシテックスの極
細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の表面は、
９ｍｍ２に平均２．５箇所の頻度で極細繊維が樹脂により一部拘束されており、色調に変
化を持つものであった。なお、拘束している樹脂はアルカリ性水溶液により溶出可能なも
のであった。この皮革様シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２６．５ｍ
ｍであり、部分的に色調に変化を持つものであった。また、タテ方向の伸長率が６．３％
、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は３．１ｍｇであり、風合いも柔らかいものであ
った。
【０１３４】
　実施例６
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル３０部、島成分としてＰＥＴ７０部からなる平均単繊維繊度２．３デシテッ
クス、３６島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２７４ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。この短繊維ウェブの両面に
製造例５で作製した織物（３）を重ね、１バーブ型のニードルパンチ機を用いて、３５０
０本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパンチ処理し、目付が４６８ｇ／ｍ２、厚み１．
５ｍｍ、繊維見掛け密度０．３１２ｇ／ｃｍ３の繊維構造体（ｃ）を得た。この繊維構造
体（ｃ）の長さ方向の１０％伸長時の応力を測定したところ、３４０Ｎ／ｃｍ２であった
。
【０１３５】
　次に、この繊維構造体（ｃ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向５．３％、ヨコ
方向に１２．４％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この繊維
構造体（ｃ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを８７ｇ／ｌ、界面活性剤を１５ｇ／ｌ
含むアルカリ水溶液中に浸漬し、繊維構造体（ｃ）に対して１３０重量％のアルカリ水溶
液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波により５分
間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、繊維構造体（ｄ）を得た。この際の長さ方
向の伸びは７．４％であった。
【０１３６】
　また、繊維構造体（ｄ）は、平均単繊維繊度０．０４３デシテックスであり、未脱海部
分で一部拘束された構造を有するものであった。以降のスプリット処理、ウォータージェ
ットパンチ処理、起毛処理、染色、柔軟剤と微粒子の付与を実施例５と同様に行い、皮革
様シート状物を得た。
【０１３７】
　このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４５デシテックスの極
細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の表面は、
９ｍｍ２に平均２．７箇所の頻度で極細繊維が樹脂により一部拘束されており、色調に変
化を持つものであった。なお、拘束している樹脂はアルカリ性水溶液により溶出可能なも
のであった。この皮革様シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２５ｍｍで
あった。また、タテ方向の伸長率が７．４％、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は３
．３ｍｇであり、風合いも柔らかいものであった。
【０１３８】
　比較例３
　実施例５の織物（製造例４で作製した織物（２））を製造例３で作成した織物（１）に
変えた以外は同様に作成したところ、短繊維ウェブと織物をニードルパンチで絡合一体化
した際、織物の損傷が激しく、皮革様シート状物を得ることができなかった。
【０１３９】
　実施例７
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル１０部、島成分としてＰＥＴ９０部からなる平均単繊維繊度３．３デシテッ
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クス、７０島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２７０ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。この短繊維ウェブの両面に
製造例４で作製した織物（３）を重ね、１バーブ型のニードルパンチ機を用いて、３５０
０本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパンチ処理し、目付が４６６ｇ／ｍ２、厚み１．
５０ｍｍ、繊維見掛け密度０．３０７ｇ／ｃｍ３の繊維構造体（ｃ）を得た。これを、９
５℃に加温した重合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶液に浸積し、ＰＶ
Ａを繊維構造体に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した後、乾燥した。そ
の際、タテ方向６．０％、ヨコ方向に１０．４％収縮させた。その後、室田製作所（株）
製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に２枚にスプリット処理した。こ
の繊維構造体（ｃ）の長さ方向の１０％伸長時の応力を測定したところ、２１０Ｎ／ｃｍ
２であった。
【０１４０】
　この繊維構造体（ｃ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを４０ｇ／ｌ、界面活性剤を
１５ｇ／ｌ含むアルカリ水溶液中に浸漬し、繊維構造体（ｃ）に対して１１０重量％のア
ルカリ水溶液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波
により５分間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、繊維構造体（ｄ）を得た。この
際の長さ方向の伸びは９．６％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．
０３９デシテックスであり、未脱海部分がないものであった。次に、繊維構造体（ｄ）の
極細不織布面を０．１２ｍｍの孔径で、０．６ｍｍ間隔のノズルヘッドを有するウォータ
ージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処理速度で、流体圧力１７ＭＰａの圧力にて３回の
ウォータージェットパンチ処理を行った。さらに、０．０８ｍｍの孔径で、０．４ｍｍ間
隔のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、極細繊維不織布面の裏面を
流体圧力１５ＭＰａの圧力でウォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理によ
り、極細繊維面は極細繊維が単繊維状に絡合した部分と、繊維束の状態のものが混在した
構造となっていた。
【０１４１】
　ウォータージェットパンチ処理後、表面をサンドペーパーにて立毛処理をした。立毛処
理後、水系ウレタン樹脂（“エバファノール　ＡＰ１２”日華化学株式会社製）とマイグ
レーション防止剤（“ネオステッカー　Ｎ”日華化学株式会社製）を含む水溶液に浸漬し
、マングルで液を絞った後、１３０℃で２分間乾燥を行った。乾燥後、重量を測定した結
果、水系ウレタン樹脂付与前に比べ４％重量が増加していた。乾燥後に表面を、さらにサ
ンドペーパーにて立毛処理をした。
【０１４２】
　次いで、該繊維構造体を液流染色機にて“Ｓｕｍｉｋａｒｏｎ　Ｂｌｕｅ　Ｓ－ＢＢＬ
２００”（住化ケムテックス（株）製）を用い２０％ｏｗｆの濃度で、１２０℃、４５分
、液流染色機にて染色した後、柔軟剤（“ノニオン系柔軟剤“エルソフト　Ｎ－５００コ
ンク”一方社株式会社製）と帯電防止剤（“ナイスポール　ＦＬ”　日華化学株式会社）
を含む水溶液に浸積し、マングルで絞った後、ブラッシングしながら１００℃で乾燥させ
た。
【０１４３】
　このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０３９デシテックスの極
細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の極細繊維
面には、単繊維状で絡合している部分と繊維束の状態の部分があり、色調に変化を持つも
のであった。この皮革様シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２０．５ｍ
ｍであり、また、タテ方向の伸長率が８．５％、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は
３．８ｍｇであり、風合いが柔らかいものであった。
【０１４４】
　実施例８
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル１０部、島成分としてＰＥＴ９０部からなる平均単繊維繊度３．３デシテッ
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クス、７０島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維をカード機およびクロスラッパー
に通して目付が２６８ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。実施例５と同様にニードルパ
ンチ処理を行い、目付が４８０ｇ／ｍ２、厚み１．５３ｍｍ、繊維見掛け密度０．３１４
ｇ／ｃｍ３の繊維構造体（ｃ）を得た。この繊維構造体（ｃ）の長さ方向の１０％伸長時
の応力を測定したところ、３５８Ｎ／ｃｍ２であった。
【０１４５】
　次に、この繊維構造体（ｃ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向４．０％、ヨコ
方向に８．３％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この繊維構
造体（ｃ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを２８ｇ／ｌ、界面活性剤を１５ｇ／ｌ含
むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｃ）に対して１１０重量％のアルカリ水溶
液を含浸した後、直ちに９５℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波により５分
間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、繊維構造体（ｄ）を得た。この際の長さ方
向の伸びは４．０％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４０デシ
テックスであり、未脱海部分がないものであった。次いでこの繊維構造体（ｄ）に、重合
度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水溶液に浸積し、ＰＶＡを繊維構造体に対
し固形分換算で５％の付着量になるように含浸した後、乾燥し、室田製作所（株）製の標
準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直に２枚にスプリット処理した。次に、ス
プリット処理した繊維構造体（ｄ）の極細不織布面を、０．１２ｍｍの孔径で、０．６ｍ
ｍ間隔のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の処理速度で
、流体圧力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行った。なお、
２回目のウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感がなくなり、
ＰＶＡを除去することができた。次いで、０．０８ｍｍの孔径で、０．４ｍｍ間隔のノズ
ルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、極細繊維不織布面の裏面を流体圧力
１７ＭＰａの圧力でウォータージェットパンチ処理を３回行った。この処理により、極細
繊維面は、繊維束による絡合がほとんどない、極細繊維同士が絡合した構造となっていた
。
【０１４６】
　ウォータージェットパンチ処理後は、実施例１と同様の処理を行い、平均繊度が０．０
４０デシテックスの極細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造の皮革様シート状物を得
た。また、該皮革様シート状物の極細繊維面には、単繊維状で絡合している部分と繊維束
の状態の部分があり、色調に変化を持つものであった。この皮革様シート状物の極細繊維
の平均繊維長を測定したところ２２．０ｍｍであり、また、タテ方向の伸長率が５．１％
、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は４．０ｍｇであり、風合いも柔らかいものであ
った。
【０１４７】
　比較例４
　海成分として５－ナトリウムスルホイソフタル酸を全酸成分に対し８モル％含む共重合
ポリエステル４５部、島成分としてＰＥＴ５５部からなる平均単繊維繊度３．１デシテッ
クス、３６島、平均繊維長５１ｍｍの海島型複合短繊維を、カード機およびクロスラッパ
ーに通して目付が２００ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。この短繊維ウェブの片面に
製造例５で作製した織物（３）を重ね、１バーブ型のニードルパンチ機を用いて、８００
本／ｃｍ２の打ち込み密度でニードルパンチ処理し、目付が３００ｇ／ｍ２、厚み１．２
３ｍｍ、繊維見掛け密度０．２４３ｇ／ｃｍ３の繊維構造体（ｃ）を得た。この繊維構造
体（ｃ）の長さ方向の１０％伸長時の応力を測定したところ、１８５Ｎ／ｃｍ２であった
。
【０１４８】
　次に、この繊維構造体（ｃ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向６．７％、ヨコ
方向に１１．８％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。
【０１４９】
　この繊維構造体（ｃ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを１２８ｇ／ｌ、界面活性剤
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を１５ｇ／ｌ含むアルカリ水溶液中に浸漬し、繊維構造体（ｃ）に対して１２０重量％の
アルカリ水溶液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内で８分間、
連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、繊維構造体（ｄ）を得た。この際の長さ方向の
伸びは１４．９％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４２デシテ
ックスであり、未脱海部分がないものであった。このようにして得られた繊維構造体（ｄ
）を実施例６と同様にウォータージェットパンチ処理、立毛処理、染色、柔軟剤付与を行
った。このようにして得られた皮革様シート状物は、平均繊度が０．０４２デシテックス
の極細繊維不織布が相互に絡合した緻密な構造であった。また、皮革様シート状物の極細
繊維面には、単繊維状で絡合している部分と繊維束の状態の部分があり、色調に変化を持
つものであった。この皮革様シート状物の極細繊維の平均繊維長を測定したところ５０．
４ｍｍであり、また、タテ方向の伸長率が３．７％、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減
量は９．２ｍｇと多く、風合いが硬いものであった。
【０１５０】
　比較例５
　実施例８と同じ海島型複合単繊維を用いて、カード機およびクロスラッパーに通して目
付が４２０ｇ／ｍ２の短繊維ウェブを作製した。この短繊維ウェブの両面に製造例４で作
製した織物（２）を重ね、１バーブ型のニードルパンチ機を用いて、４０００本／ｃｍ２

の打ち込み密度でニードルパンチ処理し、目付が６７０ｇ／ｍ２、厚み２．０２ｍｍ、繊
維見掛け密度０．３０２ｇ／ｃｍ３の繊維構造体（ｃ）を得た。この繊維構造体（ｃ）の
長さ方向の１０％伸長時の応力を測定したところ、４３１Ｎ／ｃｍ２であった。
【０１５１】
　次に、この繊維構造体（ｃ）を９８℃の熱水に２分間浸積し、タテ方向３．４％、ヨコ
方向に９．２％収縮させた。その後、１００℃にて乾燥して水分を除去した。この繊維構
造体（ｃ）を拡布状態にて、水酸化ナトリウムを３０ｇ／ｌ、界面活性剤を１５ｇ／ｌ含
むアルカリ水溶液中に浸漬し、短繊維不織布（ｂ）に対して１１０重量％のアルカリ水溶
液を含浸した後、直ちに９０℃のスチームが充満したボックス内でマイクロ波により５分
間、連続減量処理を行い、水洗・乾燥を行い、繊維構造体（ｄ）を得た。この際の長さ方
向の伸びは３．２％であった。また、極細繊維不織布は、平均単繊維繊度０．０４０デシ
テックスであり、未脱海部分がないものであった。
【０１５２】
　次いでこの繊維構造体（ｄ）に、重合度５００、ケン化度８８％のＰＶＡ１．３％の水
溶液に浸積し、ＰＶＡを繊維構造体に対し固形分換算で５％の付着量になるように含浸し
た後、乾燥し、室田製作所（株）製の標準型漉割機を用いて、層を厚み方向に対して垂直
に２枚にスプリット処理した。
【０１５３】
　次に、スプリット処理した繊維構造体（ｄ）の極細不織布面を、０．１２ｍｍの孔径で
、０．６ｍｍ間隔のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、５ｍ／分の
処理速度で、流体圧力１７ＭＰａの圧力にて３回のウォータージェットパンチ処理を行っ
た。なお、２回目のウォータージェットパンチ処理を行った後は、ＰＶＡのべとつき感が
なくなり、ＰＶＡを除去することができた。次いで、０．０８ｍｍの孔径で、０．４ｍｍ
間隔のノズルヘッドを有するウォータージェットパンチ機にて、極細繊維不織布面の裏面
を流体圧力１７ＭＰａの圧力でウォータージェットパンチ処理を３回行った。該極細繊維
構造体（ｄ）は、ウォータージェットパンチ処理の際の水通りが悪く、極細繊維面には所
々で幅方向に段状のムラが発生した。この処理により、極細繊維面は、極細繊維同士が絡
合した部分よりも極細繊維が繊維束の状態で多く存在する構造となっていた。
【０１５４】
　以降の処理は実施例８と同様に行い、皮革様シート状物を得た。この皮革様シート状物
の極細繊維の平均繊維長を測定したところ２２．０ｍｍであり、色調に変化を持つもので
あったが、タテ方向の伸長率が３．６％と低く、マーチンデール摩耗試験後の摩耗減量は
８．３ｍｇであり、風合いが硬く、摩擦に弱いものであった。
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【０１５５】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０１５６】
　本発明によれば、製造時および廃棄時の環境負荷が少なく、風合いが柔軟で摩擦に強く
、表面に変化のある色調を有する皮革様シート状物を提供でき、変化のある色調から、衣
料、カーシート、家具、雑貨などの用途に好適に用いることができる。
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